
   郡山市私立幼稚園運営費補助金交付要綱  

昭和 57 年９月１日制定 

平成元年 10 月１日一部改正 

平成 10 年６月 26 日一部改正 

平成 15 年７月 15 日一部改正 

平成 17 年４月１日一部改正 

平成 22 年４月１日一部改正 

平成 27 年６月２日一部改正 

平成 29 年３月 23 日一部改正 

平成 29 年３月 31 日一部改正 

令和４年３月 31 日一部改正 

 [こども部保育課] 

 

 （趣旨） 

第１条  この要綱は、幼児教育の振興を図るため、私立幼稚園及び私立幼稚園に対し補助金を交

付する団体に対する補助金の交付に関し、郡山市補助金等の交付に関する規則（昭和 48 年郡

山市規則第 18 号。以下「規則」という｡)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 （補助対象、補助額等）  

第２条 補助金の交付の対象となる団体は、私立幼稚園を設置する学校法人又は私立幼稚園に対

し間接補助金を交付する団体で市長が認めるものとする。ただし、子ども・子育て支援法（平

成 24 年法律第 65 号）第 31 条第 1 項の規定により市町村長が特定教育・保育施設の区分に応

じて確認を行った幼稚園を除く。  

２ 補助の対象となる経費は、４月１日から翌年の３月３１日までに係る私立幼稚園の運営に要

する経費とする。 

３ 補助金の額は、予算の範囲内において定める園割額、園児割額、預かり保育加算額、積雪寒

冷地加算額及び障がい児加算の合計額とする。 

４ 補助金の額の算定の基礎となる園児数は、毎年５月１日における園児の現員によるものとす

る。ただし、現員が定員を上回る場合は、定員によるものとする。  

５ 前項の規定にかかわらず、預かり保育加算額に係る補助金の額の算定の基礎となる園児数は、 

補助金の交付を受けようとする年度の４月１日から４月末日までの預かり保育園児の合計人数

を預かり保育を実施した日数で除して得た数（１人未満の端数があるときは、その端数を切り

上げた数）とする。 

６ 障がい児加算の対象となる障がい児とは、毎年５月１日時点に本市で施設等利用給付認定を

受けている児童であり、次のいずれかに該当する児童をいう。  

 ア 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和 39 年法律第 134 号）に定める特別児童扶

養手当の支給対象となっている児童  

 イ 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第１項の規定により身体障害者手帳

の交付を受けている児童  

 ウ 療育手帳制度要綱（昭和 48 年９月 27 日厚生省発児第 156 号）第５の規定により療育手帳

の交付を受けている児童  



 エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 45 条第１項の規

定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている児童  

 オ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条の５の７第９項に規定する通所受給者証の

交付を受けている児童  

 カ 医師による診断書又は巡回支援専門員等障害に関する専門的知見を有する者による意見書

等により障害の事実が把握可能な児童                  

 （交付の申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする団体は、規則第４条に規定する補助金等交付申請書に次

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

 (1) 事業計画書 

 (2) 収支予算書 

 (3) その他市長が必要と認めて指示する書類  

２ 前項に規定する申請は、補助金の交付を受けようとする年度の５月１日から５月末日までに

行わなければならない。  

 （交付の条件） 

第４条 規則第６条第１項第１号に規定する軽微な変更は、次の各号のいずれにも該当する変更

とする。 

 (1) 補助対象経費の総額の 10 分の２に相当する金額以内の変更 

 (2) 事業計画の細部の変更であって、補助金額の増額を伴わない変更 

２ 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、次のとおりとする。 

 (1) 補助金を目的外に使用してはならない。 

 (2) 補助金に係る帳簿及び証拠書類を備え、当該補助事業が完了した日の属する年度の翌年度

から起算して５年間保存しなければならない。  

（補助金の交付） 

第５条 市長は、補助金を年２回に分けて交付するものとし、その時期については、別に定める。  

 （実績報告） 

第６条 補助金の交付を受けた団体は、補助事業が完了したときは、速やかに規則第 14 条に規

定する補助事業等実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 収支決算書 

 (2) その他市長が必要と認めて指示する書類  

（額の確定） 

第７条 前条の規定による実績の報告を受けた場合は、これを審査し、事業の成果が補助金の交

付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確

定し、速やかに規則第 15 条に規定する補助金等交付額確定通知書により当該補助事業者に通知

するものとする。ただし、確定額が交付決定額と同額である場合は、当該通知を省略するもの

とする。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和 57 年９月１日から施行する。  

   附 則 



 この要綱は、平成元年 10 月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成 10 年６月 26 日から施行し、改正後の郡山市私立幼稚園運営費補助金交付  

要綱の規定は、平成 10 年度以後の年度分の補助金について適用する。  

   附 則 

 この要綱は、平成 15 年７月 15 日から施行し、改正後の郡山市私立幼稚園運営費補助金交付  

要綱の規定は、平成 15 年度以後の年度分の補助金について適用する。  

   附 則 

 この要綱は、平成 17 年４月１日から施行し、改正後の郡山市私立幼稚園運営費補助金交付  

要綱の規定は、平成 17 年度以降分の補助金について適用する。  

   附 則 

 この要綱は、平成 22 年４月１日から施行し、改正後の郡山市私立幼稚園運営費補助金交付要

綱の規定は、平成 22 年度以降分の補助金について適用する。  

  附 則 

この要綱は、平成 27 年６月２日から施行し、改正後の郡山市私立幼稚園運営費補助金交付要

綱の規定は、平成 27 年度以降分の補助金について適用する。  

 附 則 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。  

 附 則 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。  

 附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

 


